
株式会社天北エナジー

「（仮称）天北風力発電所環境影響評価準備書」

に対する勧告について

平成２６年１１月１４日

経 済 産 業 省

商務流通保安グループ

電 力 安 全 課

本日、電気事業法第４６条の１４第１項の規定に基づき、「（仮称）天北
風力発電所環境影響評価準備書」について、株式会社天北エナジーに対し、
環境の保全の観点から勧告を行った。

（参考）当該地点の概要

１．計画概要

・場 所 ： 北海道稚内市

・原動力の種類 ： 風力

・出 力 ： ３０，０００ｋＷ（２，０００ｋＷ級又は３，０００ｋＷ級×１０～１２基）

２．これまでの環境影響評価に係る手続

環境影響評価準備書受理 平成２６年 ４月３０日

住民等意見の概要受理 平成２６年 ７月 ７日

北 海 道 知 事 意 見 受 理 平成２６年１０月２３日

環 境 大 臣 意 見 受 理 平成２６年１０月２７日

問合せ先：電力安全課 磯部、長井、笠原

電話０３－３５０１－１７４２（直通）

０３－３５０１－１５１１（代表）

４９２１（内線）



別 紙

株式会社天北エナジー「（仮称）天北風力発電所

環境影響評価準備書」に対する勧告内容

１．総論

（１）本事業については、次の措置を担保することが前提であり、それが実施で

きなければ、鳥類に対する影響が重大なことから、事業そのものを見直すこ

と。

① 本 事 業 の 対 象 事 業 実 施 区 域 及 び そ の 周 辺 で は 、 国 内 希 少 野 生 動

植 物 種 に 指 定 さ れ た オ ジ ロ ワ シ が 繁 殖 し て い る ほ か 、 オ オ ワ シ 、

オ オ タ カ 、 ハ イ タ カ 等 の 希 少 猛 き ん 類 の 飛 翔 が 高 頻 度 で 確 認 さ れ

て お り 、 本 事 業 に よ る こ れ ら の 希 少 猛 き ん 類 へ の 重 大 な 影 響 が 懸

念 さ れ る 。 こ の た め 、 重 要 な 鳥 類 に 対 す る 環 境 影 響 を 回 避 ・ 低 減

す る 観 点 か ら 、 当 該 地 域 に お け る 必 要 性 を 踏 ま え て さ ら に １ 営 巣

期の追加調査を実施すること。

② その結果を踏まえ、鳥類の生息、繁殖、渡り行動等について重大な影響

が予測される場合には、事業計画そのものの見直しを行うこと。それ以外

の場合にあっては、鳥類の生息等への影響が最小限となるよう、鳥類への

影響が予測される期間の稼働調整等を含めて検討し、適切な環境保全措置

を講ずること。

なお、上記の措置を講ずることを前提として、今後の環境影響評価手続に

当たっては、以下の措置を適切に講ずること。

（２）事後調査及び環境保全措置に位置づけられている環境モニタリングを適切

に実施すること。また、その結果を踏まえ、必要に応じて、追加的な環境保

全措置を講ずること。

（３）追加的な環境保全措置の具体化に当たっては、これまでの調査結果や専門

家等の助言を踏まえて、措置の内容が十全なものとなるよう、客観的かつ科

学的に検討すること。また、検討のスケジュールや方法、専門家等の助言、

検討に当たっての主要な論点及びその対応方針等を公開し、透明性及び客観

性を確保すること。

（４）調査の結果については、本事業による環境影響を分析し、調査により判明

した環境の状況に応じて講ずる環境保全措置の内容、効果及び不確実性の程

度について報告書として取りまとめ、公表すること。



２．各論

（１）騒音等について

① 対象事業実施区域内に存在する小中学校施設においては、風力発電設備

からの騒音と道路交通からの騒音の累積的な影響が懸念される。このため、

当該小中学校を調査地点として設定して、騒音に係る調査、予測及び評価

を実施して、必要に応じて専門家等からの助言を踏まえて、適切な環境保

全措置を講ずること。また、当該調査地点における騒音等に係る環境モニ

タリングを実施し、その結果に応じて、風力発電設備の稼働時間の調整等

の追加的な環境保全措置を講ずること。

② 工事用資材等の主要な運搬ルートに小中学校が面していることから、工

事関係車両の走行台数の平準化を徹底すること等により、当該施設に対す

る道路交通騒音による影響について可能な限り回避、低減を図ること。

③ 住居が近くにあり、風力発電設備の騒音及び超低周波音が、現況の残留

騒音レベルを大きく上回るとともに、人によっては気になると感ずる値と

なることから、最寄りの住居を調査地点に追加した上で、風力発電設備の

稼働に伴う騒音及び超低周波音による影響について調査、予測及び評価を

行い、風力発電設備の配置の変更を検討するなど、可能な限り回避、低減

を図ること。

（２）水環境について

① 造成工事に伴う濁水による環境影響を回避・低減する観点から、沈砂池、

土砂流出防止柵、しがら柵等の設置、土捨場の排水設備等の環境保全措置

を講ずること。また、事後調査を実施し、その結果に応じて、追加的な環

境保全措置を講ずること。

② 本事業は、水産資源保護法に基づく保護水面に指定されたさけ・ます増

殖河川である増幌川及び希少性が高い魚類であるイトウを最上位種として

豊かな河川生態系を構成する声問川の集水区域において、残土処理場の設

置等に伴う土地の形状変更が行われることから、水の濁りの予測及び評価

に当たっては、沈砂池の排水口位置での浮遊物質量濃度を予測するなど、

理論に基づく計算により環境への負荷を定量的に把握する手法により、想

定される環境への影響が最大となる条件において予測及び評価を行った上

で、その結果を評価書に記載すること。

（３）風車の影について

風車の影による影響を回避するため、本事業の風力発電設備等の配置等

の検討に当たっては、住居地域への影響を回避・低減するとともに、環境保

全措置の検討に当たっては、回避、低減、代償の順で検討すること。また、

その検討結果に応じて、稼働時間の調整等の追加的な環境保全措置を講ずる



こと。

（４）動物について

①鳥類について

鳥類の衝突に係る予測に関しては、不確実性が高いことからバードストラ

イクの事後調査を適切に実施し、重大な影響が認められた場合には、専門家

等の助言を踏まえて、稼働調整も含めた追加的な環境保全措置を講ずること。

また、航空障害灯等による鳥類の誘引が確認された場合等、事後調査によ

り判明した内容に応じ、鳥の渡りの時期の稼働制限等を含めた追加的な環境

保全措置を講ずること。

併せて、衝突等による死亡・傷病個体の確認を高い頻度で適切に実施し、

死亡・傷病個体が確認された場合は、死亡原因の分析及び傷病個体の救命を

行うため、関係機関と連絡・調整、死亡・傷病個体の搬送、関係機関による

原因分析への協力を行うこと。

②哺乳類及び両生類について

対 象 事 業 実 施 区 域 及 び そ の 周 辺 は 、 エ ゾ ク ロ テ ン 、 エ ゾ サ ン シ ョ ウ

ウ オ 等 の 重 要 な 動 物 の 生 息 が 確 認 さ れ て い る こ と か ら 、 当 該 地 域 に お

け る 必 要 性 を 検 討 の 上 専 門 家 等 の 助 言 を 踏 ま え て 、 こ れ ら 種 へ の 適 切

な環境保全措置を講ずること。

（５）植物について

対象事業実施区域及びその周辺は、冬季の強い偏西風により植生の回復が

困難であり、また、土壌の凍結融解作用等による流出が懸念される。このた

め、改変面積及び樹木の伐採を最小限に抑制するとともに、当該地域におけ

る必要性を検討の上専門家等の助言を踏まえて、土壌流出防止等を含む早期

の植生回復に向けた環境保全措置を講ずること。

（６）発生土等について

対象事業実施区域及びその周辺については、取付道路や風力発電設備の設

置に伴う地形の改変や発生土による環境影響が懸念される。このため、地形

の改変量を最小限に抑制するとともに、発生土置場の配置等の検討に当たっ

ては、自然植生、ため池、重要な動植物の生息・生育地、まとまった緑地、

自然度の高い区域、土砂の流出があった場合に近傍河川の汚濁のおそれある

区域等を回避すること。

以上について、その旨を評価書に記載すること。


